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受付年月日   月    日 受付番号 No.    

 

 

平成平成平成平成３０３０３０３０年度年度年度年度「「「「創業プラン実現支援創業プラン実現支援創業プラン実現支援創業プラン実現支援塾塾塾塾」」」」応募応募応募応募申込書申込書申込書申込書 

 

 

 

平成  年  月  日 

住   所 

 

〒   －     

 

生年月日 

年 

月 日 

フリガナ  

創業前・後 

の 別 

□ 創業前 

□ 創業後 

氏   名 

 

 

事業所の所在地 

（※創業後の方のみ） 

〒   －     

 

ＴＥＬ 
 

ＦＡＸ 
 

E-mail 
 

ＵＲＬ 
 

 

 

 

■ 過 去 に 受 講 し た 創 業 塾 ま た は 参 加 し た ビ ジ ネ スプ ラ ン コ ン テ ス ト、継続相談 

応 募 資 格 の 確 認 

（複数回答可） 

１．創業塾の受講    ２．コンテストへの参加 ３．その他 

  （継続相談など） 

（主催団体名） 

 

（受講時期） 

    平成     年    月 

（参加コンテスト名） 

 

（参加時期） 

    平成     年    月 

 

支援機関等への 

相談の有無 

 

これまでに、支援機関 

のアドバイスを受けたか 

どうか記入してください。 

 

  有 （利用した機関名：           担当者名：      ） 

 ・ 

 無 

 

 

 

 

■ 創 業 （ 予 定 ）事 業 内 容  

創 業 時 期 平成   年   月 創業市町村 
   

業種 
 

 

 

 

 

■暴力団等に該当しない旨の誓約 

  申 請 に当 たっては、内 容 を確 認 の上 、□にレを記 入 して下 さい。 

 

 □  自 己 又 は自 己 の団 体 の役 員 等 は、暴 力 団 員 による不 当 な行 為 の防 止 等 に関 する法 律 (平

成 ３年 法 律 第 ７７号 ）第 ２条 第 ２号 に規 定 する暴 力 団 、暴 力 団 員 （同 法 第 ２条 第 ６号 に規 定 す

る暴 力 団 員 をいう。以 下 同 じ。）又 は暴 力 団 員 と社 会 的 に非 難 されるべき関 係 を有 している者

（以 下 「暴 力 団 等 」という。）には該 当 しません。 

 

 ※群 馬 県 では、事 業 から暴 力 団 等 を排 除 するため 、申 請 者 に暴 力 団 等 でない旨 の誓 約 をお願 いしています。

また、群 馬 県 警 察 本 部 に照 会 する場 合 がありま す。なお、この様 式 に記 載 された個 人 情 報 は、本 事 務 の目

的 及 び本 事 務 から暴 力 団 等 を排 除 する目 的 以 外 には使 用 しません。 
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（記入上の注意点） 

・ 応募多数の場合、この書面により審査します。図や表、画像なども使用して、詳しく記入してください。 

・ 行数が不足する場合、行数を増やしてもかまいません。 

 

１ プランのテーマ（２０～３０字程度） 

 

 

２ 事業内容とビジネスプランの概要について 

（何を、誰に、どのように提供する事業かをご記載ください。また、製品・サービスの特長や性能、プランの実現

可能性などについて、わかりやすく記入してください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ プランの強みについて  

（他社の類似製品・サービスと比較し、新規性、独創性など貴社製品・サービスの優れている点を、顧客メリッ

ト・デメリットの観点も踏まえて、具体的に(できれば数値を挙げて)記入してください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 市場性（販売ターゲット・市場ニーズ） 

（製品・サービスの販売ターゲットとなるのは、誰か。どのように利用するのか。市場の状況として、販売を予定

している地域や、その市場の現状と将来性についても記入してください。） 
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５ 事業実施上の課題 

（事業を実施する上で、課題になると考えている事項やリスク等がありましたら記入してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 実施体制、事業提携の希望 

（事業の実施にあたり、社内における実施体制〔役割分担〕はどのようになっているかご記入ください。また、事業

を展開するにあたり、協力・提携を希望する業種があれば、ご記入ください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 収支計画 

（向こう３年間の収支計画について、千円単位で記入してください） 

                        〔単位：千円〕  

 平成    年 平成  年 平成  年 

売 上 高 Ａ    

売 上 原 価  Ｂ    

売 上 総 利 益 Ｃ（Ａ－Ｂ）    

販売費・一般管理費 Ｄ    

営 業 利 益 Ｅ（Ｃ－Ｄ）    

経 常 利 益 Ｆ    

売上計画の説明 

【売上内訳】 

 

 

 

 

 

 

【売上内訳】 

 

 

 

 

 

 

【売上内訳】 
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８ 資金計画 

（向こう３年間の資金計画について、資金需要の項目欄には、設備資金、運転資金等の使用目的と金額を、

資金調達の項目欄には、外部資金・自己資金等の調達先と金額をそれぞれ千円単位で記入してください） 

                        〔単位：千円〕  

 項  目 平成  年 平成  年 平成  年 

資 

金 

需 

要 

設備資金(       )    

運転資金(       )    

その他(        )    

資 金 需 要  合 計    

資 

金 

調 

達 

外部資金(金融機関借入)    

自己資金    

その他(補助金等)    

資 金 調 達  合 計    

 

 

参考事項 

■ 過去３年間の実績 （ 過去３年間の実績を千円単位で記入してください。ただし、今後創業する方は記入不要です） 

〔単位：千円〕 

 平成  年 平成  年 平成  年 

売 上 高 Ａ    

売 上 原 価  Ｂ    

売 上 総 利 益 Ｃ（Ａ－Ｂ）    

販売費・一般管理費 Ｄ    

営 業 利 益 Ｅ（Ｃ－Ｄ）    

経 常 利 益 Ｆ    

 

 

■ 添付資料  （ 会社案内、製品・サービスのパンフレットなどがあれば、６部ご恵与ください ） 

 

※ 資料郵送先 ： 〒371-8570 前橋市大手町 1-1-1  群馬県商政課 創業・経営支援係あて 

 

 

   

計画作成に迷ったら… 支援メニューをご利用ください！ 

 

 

  ◇ 創業支援センターの創業相談 

      場  所：群馬県産業支援機構（前橋市亀里町） 

      特記事項：電話相談も可能。来所の場合も、事前にお電話ください。 

      連 絡 先：０２７－２６５－５０１３ 

 

  ◇ 各地域の支援機関の創業相談 

      窓口相談や創業塾などで支援を受けた支援機関に、ご相談ください。 

      （市町村、商工会議所、商工会、金融機関など） 

 

 

ご案内 


